
証券コード 7581
2023年11月13日

（電子提供措置の開始日2023年11月6日)
株主各位

埼玉県吉川市旭2番地5

株式会社サイゼリヤ

代表取締役社長 松谷 秀治

第51期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第51期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通

知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネッ

ト上の下記ウェブサイトに「第51期定時株主総会招集ご通知」として電子
提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.saizeriya.co.jp/corporate/index.php

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR
情報」を順に選択のうえ、ご覧ください）

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書
類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2023年11月27日（月曜日）午後5時までに到着するようご返送
くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1．日 時 2023年11月28日（火曜日）午前11時（受付開始 午前10時）

2．場 所 埼玉県越谷市南越谷1－2876－1
越谷コミュニティセンター（サンシティホール）

(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
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株主総会にご出席の株主様へのお礼の品(お土産)の配布はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

3．株主総会の目的事項

報告事項 1． 第51期（自 2022年9月1日 至 2023年8月31日）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

2． 第51期（自 2022年9月1日 至 2023年8月31日）
計算書類報告の件

決議事項

第1号議案 剰余金の処分の件

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）3名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。

◎本総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を

記載した書面をお送りいたしますが、当該書面は、法令及び定款第15条の規定に基

づき、次に掲げる事項を除いております。

①事業報告の「新株予約権等の状況」及び「業務の適正を確保するための体制」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「注記事項」

③計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「注記事項」

したがいまして、当該書面は、会計監査人及び監査等委員会が会計監査報告又は監

査報告を作成するに際して、監査をした書類の一部であります。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ

たものとして取り扱わせていただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容

を掲載させていただきます。
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事 業 報 告

(自 2022年9月 1日
至 2023年8月31日)

1．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が和

らぎ、経済活動の緩やかな持ち直しの動きが見られましたが、ロシア・ウクライ

ナ情勢の長期化や世界的な資源価格の高騰、円安による物価の上昇等により、景

気の先行きは不透明な状況が続いております。

外食産業におきましては、新型コロナウイルス感染症への行動制限緩和による

経済活動の正常化に伴い、個人消費意欲の高まりおよびインバウンド需要の回復

を見せつつあります。しかし、慢性的な人手不足に加え資源価格の高騰と円安に

よる食材価格やエネルギー価格の上昇の影響により、引き続き厳しい経営環境と

なっております。

このような状況のもと、当社グループといたしましては、真のチェーンストア

に向かって動き出しました。2022年10月には、問題解決のスピードを上げていく

ため、トップ直属のラインスタッフであるスーパーバイザーを設置いたしました。

2023年4月には、吉川工場に新商品開発を目的とした設備を新設し、稼働を開始い

たしました。今後、店舗作業・商品・組織の改革およびDX（デジタルトランスフ

ォーメーション）の推進に着手し、収益力の底上げを行ってまいります。また、

フードロスの削減、エネルギーの効率化による省エネ、プラスチックの再利用等、

SDGsに取り組み、ESGを重視した経営活動を行ってまいりました。新たな立地の開

発も推進しており、2022年12月には島根県1号店としてゆめタウン出雲店、四国1

号店として香川県にイオンモール綾川店、2023年5月には、青森県1号店としてELM

（エルム）店を出店いたしました。

これらの取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は、1,832億44百万円（前期

比27.0％増）、営業利益は72億22百万円（前期比1,607.6％増）、経常利益は79億49

百万円（前期比26.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は51億54百万円（前

期比8.9％減）となりました。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

「日本」は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和されたことで、客

数は回復傾向にあります。しかしながら、資源価格の高騰と円安による食材価格

やエネルギー価格の上昇などの影響により、売上高は1,204億82百万円（前期比

19.1％増）、営業損失は14億91百万円（前期は21億1百万円の営業損失）となりま

した。

「豪州」は、当社で使用する食材の製造等を行っており、売上高は74億49百万円

（前期比30.9％増）、営業利益は2億48百万円（前期比100.6%増）となりました。

「アジア」は、中国政府のゼロコロナ政策による度重なるロックダウンの影響は

あるものの、行動規制も徐々に緩和され、消費の回復から売上高は順調に推移い

たしました。また新規出店を継続的に進め店舗数が増加したことなどにより、売

上高は627億40百万円（前期比45.5％増）、営業利益84億50百万円（前期比278.2

％増）となりました。
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② 設備投資の状況
当連結会計年度中の設備投資総額は63億15百万円であり、その主なものは、店

舗の新設（70店舗）などによるものであります。なお、設備投資の総額には、無
形固定資産の取得、店舗を賃借するための敷金、差入保証金及び建設協力金の支
払を含みます。

(2) 財産及び損益の状況

区分
第48期

（2020年8月期）
第49期

（2021年8月期）
第50期

（2022年8月期）

第51期
（2023年8月期）

（当連結会計年度）

売 上 高 126,842百万円 126,513百万円 144,275百万円 183,244百万円

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損失

（△）

△3,450百万円 1,765百万円 5,660百万円 5,154百万円

1株当たり当期純利益金

額又は1株当たり

当期純損失金額（△）

△70円84銭 36円31銭 115円91銭 105円62銭

総 資 産 120,068百万円 138,045百万円 147,930百万円 155,121百万円

純 資 産 80,355百万円 83,569百万円 94,523百万円 99,031百万円

1 株 当 た り 純 資 産 額 1,640円56銭 1,700円52銭 1,920円73銭 2,014円23銭

（注）1．1株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額は、自己株式を控除した期中平均発
行済株式総数に基づいて算出しております。また、従業員インセンティブ・プラン「株式給
付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有す
る当社株式は、連結貸借対照表において自己株式に計上しているため、期中平均株式数から
控除しております。

2．第51期の営業成績の状況につきましては、前記の「（1）①事業の経過及び成果」に記載のと
おりであります。

3.「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年3月31日)等を第50期の期首から適
用しており、第50期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後
の指標等となっております。
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(3) 重要な子会社の状況（2023年8月31日現在）

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

SAIZERIYA
AUSTRALIA
PTY.LTD.

オーストラリア
ヴィクトリア州

3,890
(64百万豪ドル)

肉製品・ソース類等
食材の製造

100

上海薩莉亜餐飲
有限公司

中華人民共和国
上海市

1,344
(98百万元)

イタリアンレストラン
のチェーン展開

100

広州薩莉亜餐飲
有限公司

中華人民共和国
広州市

1,042
(79百万元)

イタリアンレストラン
のチェーン展開

100

台湾薩莉亜餐飲股份
有限公司

台湾
台北市

914
(290百万TWD)

イタリアンレストラン
のチェーン展開

100

北京薩莉亜餐飲管理
有限公司

中華人民共和国
北京市

891
(66百万元)

イタリアンレストラン
のチェーン展開

100

HONG KONG
SAIZERIYA
CO.LIMITED

中華人民共和国
香港特別行政区

493
(40百万HKD)

イタリアンレストラン
のチェーン展開

100

SINGAPORE
SAIZERIYA PTE.LTD.

シンガポール
561

(8百万SGD)
イタリアンレストラン
のチェーン展開

100

当社の子会社は、上記の重要な子会社7社と広州サイゼリヤ食品有限公司及び

株式会社CSsTの計9社であります。

(4) 対処すべき課題

現在、以下の項目を対処すべき課題と考えております。
①既存店対策（設備改善、店舗組織作り）
②店舗の作業改善（デジタル化による省人化）
③メニュー全体の再構築と主力商品の改善
④食材の供給体制再構築(物流、生産、購買）
⑤カミッサリー機能による店舗作業削減
⑥工場のロス削減（食材ロス、エネルギーロス）
⑦小投資ローコストオペレーション店舗づくり
⑧店舗マネジメントレベル向上のためストアマネジャー育成
⑨店舗組織づくりと店舗運営品質の向上
⑩新たなフォーマット作りの継続
⑪SDGsを推進（食品ロス削減、プラスチックの削減やリサイクル、省エネ）
⑫海外事業（中長期を見据えた組織構造の設計）
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(5) 主要な事業内容（2023年8月31日現在）

当社グループは、当社（株式会社サイゼリヤ）及び子会社9社で構成され、外食

事業を基幹事業としております。

① 日本

当社は、「日々の価値ある食事の提案と挑戦」をメニュー提案のテーマとして、

イタリアンワイン＆カフェレストラン『サイゼリヤ』を全国に1,055店舗運営して

おります。国内の5工場では、店舗で使用する食材の製造及び物流業務を行ってお

ります。

② 豪州

SAIZERIYA AUSTRALIA PTY.LTD.は当社で使用する食材の製造等を行っておりま

す。

③ アジア

上海薩莉亜餐飲有限公司は、上海でレストラン『サイゼリヤ』を156店舗運営し

ております。

広州薩莉亜餐飲有限公司は、広州でレストラン『サイゼリヤ』を156店舗運営し

ております。

台湾薩莉亜餐飲股份有限公司は、台北でレストラン『サイゼリヤ』を21店舗運

営しております。

北京薩莉亜餐飲管理有限公司は、北京でレストラン『サイゼリヤ』を68店舗運

営しております。

HONG KONG SAIZERIYA CO.LIMITEDは、香港でレストラン『サイゼリヤ』を59店

舗運営しております。

SINGAPORE SAIZERIYA PTE.LTD.は、シンガポールでレストラン『サイゼリヤ』

を32店舗運営しております。
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(6) 主要な営業所及び工場（2023年8月31日現在）

当社本社 埼玉県吉川市旭2番地5
国内生産拠点 吉川工場、神奈川工場、福島工場、兵庫工場、千葉工場
国内営業拠点 全国39都道府県、1,055店舗

地域別店舗分布

地域 店舗数 地域 店舗数 地域 店舗数

東 京 都 201 千 葉 県 124 神 奈 川 県 124

埼 玉 県 93 大 阪 府 75 愛 知 県 74

兵 庫 県 48 茨 城 県 26 福 岡 県 25

静 岡 県 24 宮 城 県 20 京 都 府 20

北 海 道 19 三 重 県 19 福 島 県 16

栃 木 県 16 岐 阜 県 13 新 潟 県 11

長 野 県 11 広 島 県 10 群 馬 県 9

石 川 県 9 滋 賀 県 7 山 形 県 6

富 山 県 6 山 梨 県 6 奈 良 県 6

和 歌 山 県 5 岡 山 県 5 熊 本 県 5

福 井 県 4 岩 手 県 3 秋 田 県 3

山 口 県 3 香 川 県 3 青 森 県 2

佐 賀 県 2 鳥 取 県 1 島 根 県 1

海外生産拠点 オーストラリアヴィクトリア州
海外営業拠点 中国上海市、中国広州市、中国北京市、台湾台北市、香港、

シンガポール
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(7) 使用人の状況（2023年8月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

使用人数（名） 前連結会計年度末比増減 (名)

3,980（13,431） 41増（2,227増）

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人数（1人当たり1日
8時間換算）を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

使用人数 (名) 前事業年度末比増減 (名) 平均年齢 平均勤続年数

2,073（8,320） 34減（950増） 40.6歳 14.9年

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人数（1人当たり1日
8時間換算）を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先及び借入額

借入先 借入額

株式会社みずほ銀行 2,500百万円

株式会社三菱UFJ銀行 2,500百万円

株式会社三井住友銀行 2,500百万円

株式会社千葉銀行 2,500百万円

三井住友信託銀行株式会社 2,500百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2．会社の現況
(1) 株式の状況（2023年8月31日現在）

① 発行可能株式総数 73,208,000株

② 発行済株式の総数 49,563,090株（自己株式2,709,252株を除く）

③ 株主数 51,709名

④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

株 ％
正垣 泰彦 15,248,892 30.77

株式会社バベット 4,200,516 8.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,570,100 7.20

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,891,400 5.83

サイゼリヤ従業員持株会 1,567,343 3.16

MSIP CLIENT SECURITIES 683,300 1.38

株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 626,300 1.26

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 392,482 0.79

STATE STREET BANK WEST CLIENT TREATY 505234 391,700 0.79

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 324,161 0.65

（注)1. 当社は自己株式を2,709,252株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
また、当該自己株式には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託(J-ESOP)」制度の信
託財産として、株式会社日本カストディ銀行 (信託E口)が保有する当社株式626,300株を含ん
でおりません。
なお、同株式は、連結計算書類及び計算書類において自己株式として表示しております。

2. 持株比率は、自己株式数を控除した発行済株式の総数により算出しております。
3. 持株比率は、小数点第3位を四捨五入して表示しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。
区分 株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員及び社外取締役を除く） 14,000株 2名

社外取締役（監査等委員を除く） ― ―

取締役（監査等委員） ― ―
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(2) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2023年8月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 正垣 泰彦

代表取締役社長 松谷 秀治

取締役 長岡 伸 海外事業本部長

取締役(常勤監査等委員) 中嶋 靖雄

取締役(監査等委員) 松田 道春
松田公認会計士事務所所長
マニー株式会社社外取締役
株式会社オープンドア社外監査役

取締役(監査等委員) 荒川 隆 一般財団法人食品産業センター理事長

取締役(監査等委員)
江口 真理恵
(現姓：坂口)

祝田法律事務所弁護士
株式会社ワイヤレスゲート社外取締役監査
等委員

（注）1.松谷秀治氏は、2022年11月29日開催の第50期定時株主総会において新たに取締役に選任され
就任しました。

2.荒川隆氏は、2022年11月29日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって取締役を退任し、
同日社外取締役監査等委員に選任され就任しました。

3.江口真理恵氏は、2022年11月29日開催の第50期定時株主総会において新たに社外取締役監査
等委員に選任され就任しました。

4.松田道春、荒川隆、江口真理恵の3氏は社外取締役であります。
5.当社は、松田道春、荒川隆、江口真理恵の3氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

6.取締役（常勤監査等委員）中嶋靖雄氏は、当社グループ全体の内部統制システムの保持及び
監査業務において豊富な実務経験を有するものであります。

7.取締役（監査等委員）松田道春氏は、公認会計士としての専門知識及び豊富な経験と知見を
有するものであります。

8.取締役（監査等委員）荒川隆氏は、農林水産省の要職を歴任されるなど豊富な経験と高い見
識を有するものであります。

9.取締役（監査等委員）江口真理恵氏は、弁護士としての専門知識及び豊富な経験と知見を有
するものであります。

② 責任限定契約の内容の概要
会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役3名と賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低
責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が負担することになる争訟費用及び損害賠償金の損
害を当該保険契約により補填することとしております。
当該保険契約の被保険者は当社取締役（監査等委員である取締役を含む）で

あります。
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④ 常勤の監査等委員の選定の有無及びその理由
当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員である

取締役を除く）からの情報収集及び重要な社外会議における情報共有並びに内
部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、中嶋靖雄氏を常
勤の監査等委員として選定しております。

⑤ 取締役の報酬等
イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針

当社は、2021年2月16日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の
内容に係る決定方針を決議しております。また、2021年10月13日開催の取締役
会において、任意の指名委員会及び報酬委員会を設置し、取締役の指名及び報
酬について同委員会に諮問をすることを決議致しました。

取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く）の
個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内
容が当該決定方針と整合していることや、報酬等の内容等について当該決定方
針と整合するものとして報酬委員会の答申を尊重し決定されていることを確認
しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決
定方針の内容は、次のとおりです。

a.基本方針
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬は、企業

価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益
と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏ま
えた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の
報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等により
構成し、業務執行取締役以外の非業務執行取締役等については、その職務に鑑
み基本報酬のみを支払うこととする。
b.基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に
応じて他社水準や当社の業績を考慮しながら、総合的に勘案して決定するもの
とする。

c.業績連動報酬等及び非金銭報酬等の内容又は額並びに数の算定方法の決定に
関する方針
業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績

指標（KPI）を反映した現金報酬とし、各事業年度の営業利益に応じて算出す
る。目標となる業績指標（KPI）とその値は、計画策定時に設定し、適宜、環境
の変化に応じて見直しを行うものとする。

非金銭報酬等は、中長期的な企業価値向上との連動性を強化した報酬構成と
するため、株式報酬型ストック・オプション、譲渡制限付株式報酬等とし、役
位、職責、在任年数に応じて他社水準や当社の業績を考慮しながら、総合的に
勘案して決定するものとする。

d.金銭報酬の額、業績連動報酬等の額及び非金銭報酬等の額の取締役の個人別
の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合は、当社と同程度の事業規模や関連する

業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位
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ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とし、具体的な種類別の報酬割合は
代表取締役に一任する。

e.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役がその具体的

内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬
の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた業績連動報酬等の評価配分とす
る。取締役会は、社外取締役を含んだ任意の報酬委員会を設置し、受任者は当
該報酬委員会の答申をふまえて決定するものとすることによって、取締役会は
当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう監視する。

ロ. 取締役(監査等委員を除く。)の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役会は、代表取締役社長松谷秀治に対し、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）個人の報酬額の決定を委任しております。委任をした理由は、当
社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の職責に応じた評価を行うには会社の業
務執行全般に責任を負う代表取締役社長が適任であると判断したためでありま
す。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に報酬委員会がその妥当
性について確認しております。

ハ. 役員報酬等の総額

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

128
(0)

106
(0) ―

21
(―)

4
(1)

取締役（監査等委員)
(うち社外取締役)

26
(12)

26
(12) ― ―

5
(4)

（注） 1. 取締役（監査等委員を除く）の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれてお
りません。

2. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年11月29日開催の第44期定時株主総会に
おいて、年額500百万円以内（うち社外取締役分は年額50百万円）、また、この報酬等の額と
別枠で、ストックオプション報酬額として年額200百万円以内（うち社外取締役分は年額20
百万円）、譲渡制限付株式付与のための報酬額として年額200百万円以内（社外取締役は除
く）と決議いただいております。なお、当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除
く）の員数は7名（うち、社外取締役1名）です。

3. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年11月29日開催の第44期定時株主総会において
年額50百万円以内、また、この報酬等の額と別枠で、ストックオプション報酬額として年額
20百万円以内と決議いただいております。なお、当該株主総会終結時点の取締役（監査等委
員）の員数は3名（うち、社外取締役2名）です。

4. 上記報酬等の額には、譲渡制限付株式による報酬額（取締役（監査等委員を除く）21百万
円）が含まれております。

5．上表には、2022年11月29日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって退任した1名の取締
役（監査等委員）が含まれております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役（監査等委員）の松田道春氏は、松田公認会計士事務所所長、マニ
ー株式会社の社外取締役及び株式会社オープンドアの社外監査役を兼務して
おります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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取締役（監査等委員）の荒川隆氏は、一般財団法人食品産業センターの理
事長であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

取締役（監査等委員）の江口真理恵氏は、祝田法律事務所所属弁護士及び
株式会社ワイヤレスゲートの社外取締役監査等委員を兼務しております。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ ．当事業年度における主な活動状況
取締役（監査等委員）の松田道春氏は、当事業年度に開催した取締役会14

回中14回及び監査等委員会12回中12回すべてに出席し、公認会計士としての
豊富な経験と知見に基づき、助言、提言を行っております。また、指名委員
会及び報酬委員会の委員を務め、取締役の指名や報酬等に関する手続きの公
正性、透明性、客観性の強化に努めております。

取締役 （監査等委員）の荒川隆氏は、当事業年度に開催した取締役会14回
中13回及び監査等委員会9回中9回すべてに出席し、農林水産省における豊富
な経験と知見に基づき、助言、提言を行っております。また、指名委員会の
委員を務め、取締役の指名に関する手続きの公正性、透明性、客観性の強化
に努めております。

取締役（監査等委員）の江口真理恵氏は、取締役（監査等委員）に就任後、
当事業年度に開催した取締役会11回中11回及び監査等委員会9回中9回すべて
に出席し、弁護士としての豊富な経験と知見に基づき、助言、提言を行って
おります。また、指名委員会及び報酬委員会の委員を務め、取締役の指名や
報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客観性の強化に努めております。
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(3) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任監査法人トーマツ

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 73百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

73百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人としての報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画の監査時間・配
員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の相当性等を確認し、検討した
結果、会計監査人の報酬額につき、会社法第399条第1項の同意を行っておりま
す。

④ 子会社の監査に関する事項
当社の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査

を受けております。

⑤ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑥ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社都合の場合のほか、当該会計監査人が会社法第340条第1項各号に定めら

れている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みが無いと思われる
場合、もしくは、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務
に重大な支障をきたす事態が生じた場合には、当社監査等委員会は、その事実
に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が妥
当と判断した場合は、監査等委員会の決議に基づき、「会計監査人の解任」又は
「会計監査人の不再任」に関する議案の内容を決定し、株主総会に付議いたしま
す。

⑦ 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

［備 考］
1. 本事業報告記載の金額については、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
2. 売上高等の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年8月31日現在） (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

テ ナ ン ト 未 収 入 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

使 用 権 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 ・ 保 証 金

建 設 協 力 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

87,654

67,855

1,508

2,017

10,220

1,305

4,747

67,466

50,664

25,227

1,403

3,827

6,847

47

12,826

484

427

16,374

279

10,718

29

30

5,182

147

△12

流 動 負 債 39,480

買 掛 金 8,513

1年内返済予定の長期借入金 12,500

リ ー ス 債 務 6,366

未 払 法 人 税 等 1,472

賞 与 引 当 金 1,541

株 主 優 待 引 当 金 207

資 産 除 去 債 務 243

そ の 他 8,635

固 定 負 債 16,609

株 式 給 付 引 当 金 1,251

リ ー ス 債 務 7,649

繰 延 税 金 負 債 4

資 産 除 去 債 務 7,601

そ の 他 102

負 債 合 計 56,090

純 資 産 の 部

株 主 資 本 89,802

資 本 金 8,612

資 本 剰 余 金 11,201

利 益 剰 余 金 77,377

自 己 株 式 △7,388

その他の包括利益累計額 8,767

為 替 換 算 調 整 勘 定 8,767

新 株 予 約 権 461

純 資 産 合 計 99,031

資 産 合 計 155,121 負 債 ・ 純 資 産 合 計 155,121

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2022年9月 1日
至 2023年8月31日)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 183,244

売 上 原 価 72,747

売 上 総 利 益 110,497

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 103,274

営 業 利 益 7,222

営 業 外 収 益

受 取 利 息 621

為 替 差 益 66

保 険 金 収 入 2

補 助 金 収 入 164

雇 用 調 整 助 成 金 9

増 値 税 等 差 額 284

そ の 他 236 1,384

営 業 外 費 用

支 払 利 息 506

自 己 株 式 取 得 費 用 4

訴 訟 関 連 費 用 78

そ の 他 68 657

経 常 利 益 7,949

特 別 利 益

補 償 金 収 入 50

新 株 予 約 権 戻 入 益 175 226

特 別 損 失

減 損 損 失 878

固 定 資 産 除 却 損 164

店 舗 閉 店 損 失 195

そ の 他 10 1,248

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,927

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,907

法 人 税 等 調 整 額 △133 1,773

当 期 純 利 益 5,154

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,154

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2023年8月31日現在） (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 49,681 流 動 負 債 26,683

現 金 及 び 預 金 33,916 買 掛 金 6,279

売 掛 金 1,474 1年内返済予定の長期借入金 12,500

テ ナ ン ト 未 収 入 金 1,912 リ ー ス 債 務 10

商 品 及 び 製 品 7,992 未 払 金 3,876

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 582 未 払 費 用 135

前 払 費 用 1,507 未 払 法 人 税 等 432

そ の 他 2,294 未 払 消 費 税 等 1,407

固 定 資 産 50,352 預 り 金 457

有 形 固 定 資 産 28,068 前 受 収 益 2

建 物 18,277 賞 与 引 当 金 870

構 築 物 256 株 主 優 待 引 当 金 207

機 械 及 び 装 置 990 設 備 関 係 未 払 金 368

車 輌 運 搬 具 0 資 産 除 去 債 務 113

器 具 及 び 備 品 1,723 そ の 他 23

土 地 6,636 固 定 負 債 7,962

リ ー ス 資 産 47 株 式 給 付 引 当 金 1,251

建 設 仮 勘 定 135 リ ー ス 債 務 44
無 形 固 定 資 産 421 資 産 除 去 債 務 6,566
借 地 権 5 そ の 他 99

商 標 権 5 負 債 合 計 34,646

ソ フ ト ウ ェ ア 227 純 資 産 の 部

電 話 加 入 権 57 株 主 資 本 64,926
無形固定資産仮勘定 124 資 本 金 8,612

投資その他の資産 21,862 資 本 剰 余 金 11,201

関 係 会 社 株 式 8,882 資 本 準 備 金 9,007

長 期 貸 付 金 30 その他資本剰余金 2,193

長 期 前 払 費 用 58 利 益 剰 余 金 52,500

繰 延 税 金 資 産 4,464 利 益 準 備 金 2,153

敷 金 ・ 保 証 金 8,372 その他利益剰余金 50,347

建 設 協 力 金 29 別 途 積 立 金 50,510

店 舗 賃 借 仮 勘 定 5 繰越利益剰余金 △162

そ の 他 32 自 己 株 式 △7,388

貸 倒 引 当 金 △12 新 株 予 約 権 461

純 資 産 合 計 65,387

資 産 合 計 100,034 負 債 ・ 純 資 産 合 計 100,034

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2022年9月 1日
至 2023年8月31日)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 120,482

売 上 原 価 51,494

売 上 総 利 益 68,988

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 70,479

営 業 損 失 ( △ ) △1,491

営 業 外 収 益

受 取 利 息 29

為 替 差 益 28

補 助 金 収 入 20

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 1,506

雇 用 調 整 助 成 金 9

そ の 他 19 1,613

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20

自 己 株 式 取 得 費 用 4 25

経 常 利 益 97

特 別 利 益

補 償 金 収 入 50

新 株 予 約 権 戻 入 益 175 226

特 別 損 失

減 損 損 失 555

固 定 資 産 除 却 損 56

店 舗 閉 店 損 失 155 766

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △443

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 394

法 人 税 等 調 整 額 △202 192

当 期 純 損 失 ( △ ) △635

（注） 記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年10月23日

株 式 会 社 サ イ ゼ リ ヤ
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
さ い た ま 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 孫 延 生

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 井 淳 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社サイゼリヤの2022年9月1日から2023年8月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社サイゼリヤ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年10月23日

株 式 会 社 サ イ ゼ リ ヤ
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
さ い た ま 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 孫 延 生

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 井 淳 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社サイゼリヤの2022年9月1日から2023年8月31日

までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及
びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード
を講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年9月1日から2023年8月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の

執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議

の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締

役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明

を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照

表、損益計算書及び株主資本等変動計算書)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借

対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書)について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、

指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年10月24日

株式会社サイゼリヤ 監査等委員会

常勤監査等委員 中 嶋 靖 雄 ㊞

監査等委員 松 田 道 春 ㊞

監査等委員 荒 川 隆 ㊞

監査等委員 江 口 真 理 恵 ㊞

(注）監査等委員松田道春氏、荒川隆氏及び江口真理恵氏は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に

規定する社外取締役であります。
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

1．剰余金の処分に関する事項

第51期は、繰越利益剰余金が162百万円の欠損となりましたが、株主の皆様への

安定配当を実施するため、別途積立金の取崩しについてご承認をお願いするもの

であります。

①減少する剰余金の項目とその額

別途積立金 1,500,000,000円

②増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 1,500,000,000円

2．期末配当に関する事項

第51期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案

いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき金18円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、892,135,620円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年11月29日といたしたいと存じます。
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第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）3名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（3名）は、本総会の終結の時をも

って任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）3名の選任

をお願いいたしたいと存じます。

なお、監査等委員会は、各候補者に関して、当社の取締役として適任であると判

断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式数

1

しょう がき やす ひこ

正 垣 泰 彦

(1946年1月6日)

1968年 4月 レストラン サイゼリヤ創業

15,248,892株

1973年 5月 株式会社マリアーヌ商会

(現・株式会社サイゼリヤ）を設立

代表取締役社長就任

2009年 4月 代表取締役会長就任（現任）

2
松
まつ

谷
たに

秀 治
ひで はる

(1958年3月23日)

1984年 6月 当社入社

42,272株

1995年 3月 資材部長

1996年11月 取締役就任

2008年11月 店舗運営本部長

2010年11月 取締役執行役員就任

2012年 9月 マーチャンダイジング本部長

2018年12月 戦略インフラ本部長

2019年11月 執行役員就任（現任）

2020年 4月 総務本部長

2022年 9月 社長執行役員就任

2022年11月 代表取締役社長就任（現任）

3
長
なが

岡
おか

伸
のぼる

(1962年8月4日)

1986年 7月 当社入社

42,066株

1995年 3月 商品部長

1996年11月 取締役就任（現任）

2007年 3月 第2事業部長

2010年 5月 組織開発本部長

2018年12月 海外事業本部長（現任）
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（注1）各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

（注2）当社は、保険会社との間で、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責

任保険契約を締結しており、被保険者である取締役(監査等委員である取締役

を含む。)が株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被

保険者が負担することになる損害賠償金・訴訟費用等の損害を当該保険契約に

より補填することとしております。各取締役候補者は、いずれも重任予定であ

ることから、既に当該保険の被保険者であり、重任が承認された場合は引き続

き被保険者となります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま

す。

以 上
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株主総会会場ご案内図

名称 越谷コミュニティセンター（サンシティホール）
所在地 〒343-0845 埼玉県越谷市南越谷１－2876－1
問合せ先 TEL 048-985-1111

ＪＲ武蔵野線南越谷駅（南口）
東武スカイツリーライン新越谷駅（東口）より徒歩約3分

※駐車場の用意はいたしておりませんので、
お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席の株主様へのお礼の品(お土産)の配布はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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